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第 6款相互参加に関する開示規制
本款では、年度決算書とコンツェルン決算書において相互参加はどのように
取り扱われているのか考察する。コンツェルン決算書は年度決算書から作成さ
れるから本来的には年度決算書ついでコンツェルン決算書の順序で、考察を進め
るべきであろうが、本稿では最初に後者を検討し（1）、しかる後に前者を検討す
る（2）。その理由は、前者の考察に際しでも商法典が規定する「資本参加」及び
「結合企業j概念が関連してくるが、これらの概念はコンツェルン決算書の適
用範囲と関連する概念でもあるため、初めにコンツェルン決算書に関連させて
これらの概念を明らかにしておいたほうが説明に便宜であると考えたためで、あ
る。
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( 1）コンツェルン決算書と相互参加
ω 総説
コンツェルン決算書において相互参加に関連する特殊な問題としては2つの
企業が連結範囲に含まれているときに、その聞に存する相互参加をコンツェル
ン貸借対照表においてどのように表示すべきかとし、う問題がある。即ち、コン
ツェルン決算書はコンツェルンの法的単一性の擬制に立って作成されるもので
あるから、親企業がコンツェルン貸借対照表を作成するときには、重複計算回
避のため親企業が有する子企業に対する持分は子企業のその持分に帰属する自
己資本と相殺される（この手続は資本連結（dieKapitalkonsolidierung）とよばれ
る〉。そうだとすると、逆に子企業もまた親企業の持分を有していたり、子企業
聞に相互参加が存在している場合にはこのような資本参加も資本連結されるの
か、資本連結されないとしたらどのように表示されるのか問題になる。ここで
の主たる検討事項はこの問題である。
ところで、コンツェルン決算書は1965年株式法により初めて規制されるに
なったが、今では既述したように商法典で定められ、しかもその規制はドイツ
的規制から大幅なアングロ・サクソン的規制に変わっている。そこでまず最初
に資本連結の手続を商法典と1965年株式法の規制に分けて比較することから作
(1) 1965年株式法においてコンツェルン決算書は年度決算書と同様にコンツェノレン貸借
対照表とコンツェルン損益計算書を意味した。コンツヱルン決算書作成義務者は、同
時にコンツェルン営業報告書（第334条〉の作成義務を負うものとされていたが（第
329条第l項。株式法施行法第28条第l項、 1969年8月15日の「特定の企業及びコン
ツェルンの計算書に関する法律」（同法は開示法（Publizit込tsgesetz）と呼ばれているの
で、以下では単に開示法と呼ぶことにする） 13条参照）、これはコンツェルン決算書に
属さない。これに対して1985年商法典においては、コンツェルン決算書はコンツェル
ン貸借対照表、コンツェルン損益計算書及びコンツェルン明細書（der Konzern 
anhang）からなり、これらの書類は単一体を構成するものとされている (1985年商法典
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業を始める（B）。次にそこで得た理解を前提として相互参加の場合の資本連結手
続を検討する（c）。最後にこれらの手続の前提要件である連結範囲の問題を検討
する（D）。（叫において今まで保留してきた商法上の「親企業」、「子企業」及び
「結合企業jの概念の内容を商法上の「資本参加J概念と共に明らかにする。
(B) 資本連結の手続
（乱）完全連結と比率連結
連結の方式には2つの種類がある。 lつは完全連結（dieV ollkonsolidierung) 
ないし総連結（dieBruttokonsolidierung）で、あり、もう lつは比率連結（die
Quotenkonsolidierung）ないし正味連結（dieN ettokonsolidierung）である。完全
連結の理論的基礎は単一体理論（dieEinheitstheorie）である。単一体理論はコン
ツェルン決算書をコンツェルンの決算書と考えるため、子企業の少数社員も共
同企業家とみなし、コンツェルン貸借対照表は個別貸借対照表に含まれた資産
第297条第l項。この規定は第7指令第16条第l項を国内法化したものである。なお1985
年開示法第13条第2項参照〉。これは、資本会社においては貸借対照表及び損益計算書
と単一体を構成する明細書を作成しなければならないと定める商法典第264条第 l項
に対応するものである（なお商法典第242条第3項参照）。コンツェルン明細書がコン
ツェルン決算書に加えられている点が1965年株式法と異なる。コンツェルン決算書作
成義務者は、同時にコンツェルン状況報告書（商法典第315条）の作成義務を負うもの
とされているが（商法典第290条第1項、第2項。開示法第13条第2項、第3項のほか
商法典第298条第 l項第 l文も参照〉、これはコンツェルン決算書に属さないことは、
改正前のコンツェルン営業報告書と同一である。
(2) 経過措置についてはGross/Schruff/v.Wysocki,Der Konzernabschlu /3nach 
neuem Recht, 1987, S.34£.参照。年度決算書は1986年12月31日後に始まる営業年度につ
いては新法によって作成されなければならない一方、コンツェルン決算書に関する新
規定は1989年12月31日後に始まるコンツェルン営業年度につき初めて強行的に適用さ
れる。
(3) Vgl.WP-Handbuch, 1985/86, Bd I, 9.Aufl.1985, S.756. 
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及び負債の全部を含むものでなければならないと考える。外部持分はただ特別
の調整項目として表示される。これに対し比率連結は利益理論（dieInteress-
entheorie）の必然的結果ではないが、同理論の極端な表現である。利益理論は
少数社員を共同企業家と考えず、債権者と考えるため、企業に対するその持分
はコンツェルン貸借対照表上資本持分としてでなく、債務または準債務として
表示される。利益理論によればコンツェルン決算書は親企業の決算書の拡大を
意味するに過ぎないのである。 1965年株式法は原則として単一体理論に立ち、
完全連結のみを許容していた（第331項第1号〉。商法典も原則として単一体理
論に立ちこれを株式法以上におし進め（第297条第3項第l文、第 7指令第26
条第1項第1文参照〉、完全連結の立場を維持しているが（第300条、第307条第
1項第l文〉、いわゆる共同企業（das Gemeinschaf tsunternehmen）の場合にか
ぎり比率連結をも許容している（第310条）。比率連結の代わりに商法典は持
分的連結（anteilma(3 ige Konsolidierung）とし、う用語を使用する。
(b）基準性の原則と統一的評価の原則
コンツェルン貸借対照表は個別貸借対照表の資産及び負債の全部または親企
業部分を含まなければならないとした場合、個別貸借対照表の資産及び負債の
(4) 単一体理論と利益理論についてはAdler-Dilring-Schmaltz,a.a.a., Bd.il, 4.Aufl., 
Vordem.zu§§329-33 l Tz.6-l 2;Schりnbucher, Die Rechnungsiegung wechselseitig 
verflochtener Unternehmen <lurch die konsolidierte Bilanz, 1966, Dis., S.96ff.;Sah-
ner, Die Bedeutung des Einheitsgrundsatzes ftir den Konzernabschlu /3 im 
Aktiengestz und in den 7.EG-Richtlinie, ZfbF1981, S.711(712ff.）参照。最後の文献は
単一体理論が株式法と第7指令においてどの程度貫かれているのか比較し、後者のほ
うが貫かれているとする。
(5) 商法典第300条は第7指令第18及び第22条を実施し、第310条は第7指令第32条が認
めた構成国選択権を行使した規定である。共同企業に比率連結を定めるべきであると
要望したのはフランスとオランダ、である。 ドイツにおいても若干の企業が外国に本店
を有する共同企業のために自発的に比率連結を使用していた例が報告されている。
Busse van Colbe/Ordelheide, Konzernabschltisse, 5.Aufl., 1984, S.128. 
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項目（derAnsatz）とそれに付された評価（dieBewertung）はコンツェルン貸借対
照表にそのまま引き継がれるか否かの問題が次に生じる。引き継がれるべきで
あるとする立場とこれを否定する立場とが考えられる。 1965年株式法は前者の
立場を採用し、学説はこれをコンツェルン決算書に対する個別決算書の基準性
の原則（derGrundsatz der Ma /3geblichkeit）と呼ぶ。基準性の原則は株式法が規
定する「コンツェルン計算の主柱Jのlつであって、後で明らかにするように、
ドイツの資本連結が国際的な資本連結実務と異なる原因を作った。この原則は、
コンツェルン計算規定が固有の評価規定を有していないことを示すものである。
基準性の原則は株式法第331条第 I項第l号の表現から導き出される。即ち、
同号は、その他の被収容企業に対する持分の代わりにこれらの企業の貸借対照
表の資産及び負債が入るが、それは「しかもこれらの貸借対照表において付さ
れた価額を付して」行われなければならないと規定していた。この原則は貸借
対照表の作成を容易にするが、被収容企業がそれぞれ異なる評価規定に基づい
て評価を行うときにはコンツェルン貸借対照表の証言力を著しく損なうことに
導くため批判を受けた。第7指令は、第18条（なお第22条参照）において連結
に収容される企業の積極財産と消極財産の「目的物」が完全に連結貸借対照表
に引き継がれなければならないが（コンツェルン貸借対照表のための完全』性の
原則（derGrundsatz der Vollstandigkeit））、被収容企業の貸借対照表の内容はコ
ンツェルン貸借対照表の内容を拘束するものではないことを明らかにすると共
に、第29条において「評価の統一性の原則（derGrundsatz der Einheitlichl臼it
der Bewertung）」を採用し、基準性の原則を放棄した。商法典第300条は前者
を、第308条は後者を圏内法化する。即ち、商法典第300条第2項第2文は、「親
(6) Kilting/Weber, Konzenabschlu ,8nach neuem Recht, 1986, S.25. 
(7) V gl.Kronstein, in KK§331Anm.37；黒田全紀『国際コンツェルン決算書』（昭和56年・
税務経理協会） 161頁以下。
(8) Gross/Schruff/v.Wysocki, a.a.0., S.99. 
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企業の法に従って許される貸借対照表選択権はコンツェルン決算書に収容され
る企業の年度決算書におけるその使用とは独立にコンツェルン決算書において
行使されることが許される」とした上で、第308条第1項は、「コンツェルン決
算書に収容される企業の第300条第2項に従ってコンツェルン決算書に引き受
けられる資産及び負債は、親企業の年度決算書に適用可能な評価方法に従って
統一的に評価されなければならない。親企業の法に従って許される評価選択権
は、コンツェルン決算書に収容される企業の年度決算書におけるその行使とは
独立にコンツェルン決算書において行使されることが許される」と規定する。
「コンツェルン決算書に適用されなければならない又は評価選択権を行使して
親企業〈の法定代理人〉によってコンツェルン決算書に適用される方法と異な
る方法に従ってj子企業の資産又は負債が評価されたときには、コンツェルン
決算書に適用される評価方法で新評価し、それがコンツェルン決算書に引き継
がれるため（商法典第308条第2項第1文〉、株式法の下で使用されていた第l
次商事貸借対照表（HandelsbilanzI 、HBI）と第2次商事貸借対照表（Handelsbil-
anz Il, HB2）の区別は商法典の下ではもはや明確な意味で使用できなくなって
いる。なぜなら今やコンツェルン統一的項目・評価規定によって作成しなおさ
れた被収容企業の年度決算書が、被収容企業の本店がたとえ国内にあったとし
(9) 他のEC構成国の評価規定をコンツェルン決算書に許容する第7指令第29条第2項の
構成国選択権をドイツ法は行使しなかった。 Vgl.Maas/Schruff, Der Konzernab-
schlu f3nach neuem Recht(Teil I), in WPg 1986, S.237(238);0rdelheide, Einheitliche 
Bewertung sowie Kapital-und Equity-Konsolidierung im Konzernabschlu f3, 
WPgl985, S.575. 
(10) Gross/Schruff/ v.Wysocki, a.a.O./, S.111.前者は国外の子会社がその国の原則に
従って作成した正式の決算書で、あり、後者は連結目的のためドイツの親企業に適用さ
れる正規の簿記の原則（GoB）に従って前者を修正した決算書であるが、後者は基準性
の原則に反するものではないと解されていた。 Bussevan Colbe/Ordelheide, 
a.a.0.,5.Aufl., S.310ff.なおシュマーレンバッハ学会世界決算書研究会『西ドイツ連結
財務諸表原則』（戸田秀雄訳、創成社・昭和60年） 9、1 0頁参照。
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ても、第2次商事貸借対照表（ないし補足計算書〉にあたるからである。そし
て必要な新評価は資本連結の前に行われる。けだし持分と相殺されるべき自己
資本額は新評価によって変わりうるからで、ある；12このような改正によりコン
ツェルン証言力が高められることは明白である。商法第310条第2項も第300条
及び第308条の規定を持分的連結に準用している。
( c）ドイツ式資本連結法と修正アングロ・サクソン式資本連結法
商法典は、資本連結法について株式法が許容したドイツの独自の方式を放棄
し、国際的実務といえるアングロ・サクソン式資本連結法を採用する。第301
条はいわゆるパーチャス法（purchasemethod）を規定し、第302条は持分プーリ
ング法（poolingof interests method）を規定している。これらの検討を行う前に
株式法が許容していた資本連結法とは何かを見ておくことにする。
株式法第331条第l項第1号乃到第3号は資本連結に関する全規定である。
既に触れた第l号を除くと、第1項本文は、「コンツェルン貸借対照表にはコ
ンツェルン決算書の決算日に作成される上位会社およびその他の被収容企業の
貸借対照表が次の原則に従って総括されることを要するj とし、いわゆる連結
調整項目に関する第3号は、「その他の被収容企業に対する持分の評価額が、
企業の資本金及び公示積立金のその持分に属する金額より高いか又は低いとき
には、その差額は区分表示されることを要する」と規定していた。また外部持
分調整項目に関する第2号は、単一体理論に則り、「その他の被収容企業に対
するコンツェルン外の社員の持分については、資本金、公示積立金、利益及び
損失に対するその持分額で『外部所有持分調整項目』が区分表示されることを
要する。利益及び損失に属する金額は区分表示されることを要する」と規定し
an wP一Handbuch1985/86Bd I,9 Aufl., 1986, S.356£. 
U~ Gesetzentwurf der Bundesregierung:Entwurf eines Gesetzes zur Durchflihrung 
der Siebenten und Achten Richtlinie des Rates der Europaischen Gemeinschaften 
zur Koordinierung des Gesellschaftsrechs, BT-Drucksache,10.Wahlp.10/3440, 
S.40;Helmrich,Bilanzrichtlinien-Gesetz, 1986, S.230. 
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ていた。第 l項本文と第 3号の表現から株式法はドイツ式資本連結法
(deutsche Methode der Kapitalkonsolidierung）を許容していることは明白であ
る（通説〉。この方式は、株式法がドイツの実務に従って採用したドイツに固有
な方式であり、ドイツのコンツェルンが株式法制定後圧倒的に使用してきた方
式である。
ドイツ式資本連結法によると、被収容企業に対する資本参加の帳簿価額はそ
の資本参加に帰属する、被収容企業が各随意のコンツェルン貸借対照表の決算
日において有する被収容企業の資本金及び公示積立金と相殺される。 ドイツ式
資本連結法の特色は、このように相殺が資本参加を取得した時点を基準とする
ことなく、コンツェルン貸借対照表決算日を基準として毎年行われるところに
ある。この方式が決算日基準連結（Stichtageskonsolidierung）とも呼ばれる由縁
もここにある。ところでこのことは、被収容会社がコンツェルンに帰属するよ
うになってから積み立てた準備金はコンツェルン貸借対照表上準備金として表
示されないで、連結調整項目に含ましめられ、借方連結調整項目の減少又は貸
方連結調整項目の増加として表示されることを意味し、その取崩は準備金の取
崩としてではなくて、借方連結調整項目の増加又は貸方連結調整項目の減少と
して表示されることを意味する。従ってドイツ式の連結調整項目では異なる 2
つの性質のもの－資本参加の取得原価と純資産額との差額に由来するものと公
示積立金の変動に由来するものーが、海然と表示されているのである。このよ
うな異なる事情に基づく、全く異なる時期に由来する 2つの金額を相殺するの
Q3) SchOnbucher, a.a.O., S.131；黒田全紀「資本連結の方法とその基礎思考J『国民経済雑
誌』第110巻第4号（昭和39年） 73頁（88頁）。
Q4) 株式法は、連結調整項目が種々の性質のものから構成されるためその名称を特定し
ないで当事者の選定に委ねた。（Kropff,Aktiengesetz, 1965, S442）。株式法は、被収容
企業が多数の場合個々の連結調整項目を借方連結調整項目と貸方連結調整項目に総括
することを許容するだけでなく、双方の項目を相殺して残りだけを表示することも許
容する、と解釈されていた。 Baumbach-Hueck,a.a.O., 13.Aufl., §331Anm.l 1等通説。
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がドイツ式であるから、その適用は簡単であるとし、う長所を有するものの、資
本参加の取得時から時間が経過すればする程その比較は当を得ないことになる
。なおドイツ式資本連結法では連結調整項目の減価消却は許されないので、損
益中性的である。
これに対し国際的な資本連結方式であるアングロ・サクソン式資本連結法で
は、資本参加とその資本参加に帰属する自己資本との相殺は資本参加を取得し
た時点を基準として（始期基準連結（Erstkonsolidierung）と言われる）ただ一
度行われる。このことは取得時基準連結の際に生じた差額（期首差額（die
Anfangsdiff erenz）と呼ばれる）の分析・振替を行わず、差額は全てそのまま連
このように連結調整項目は種々の要素が混在しているためその原因とその貸借対照表
上の性格はコンツェルン営業報告書の記載事項とされていた（株式法第334条第3項第
l号〉。
(1~ Harms/Kilting, Zur Anwendungsproblematik der angelsachsischen Methode der 
Kapitalkonsolidierung im Rahmen 7.EG.-Richtlinie, AG1985, S.93(94);Kronstein, in 
KK§331Anm26.;Ktiting, Die angelsachsische Methode der Kapitalkonsolidierung, 
BB1983, S.457. 
Oro Sahher, ZfbF1981, S.711(724). 
間 ドイツの文献がアングロ・サクソン式資本連結法と呼ぶ場合もっぱらパーチャス法
が念頭に置かれている。そしてこれは最近では「純粋（reine）アングロ・サクソン式資
本連結法人「損益作用的始期連結法（Methode der erfolgswirksamen Erst 
konsolidierung）」、「損益作用的連結法」、「買収法j とか呼ばれている。 Vgl.
Ktiting/Ztindorf, Zur Rechnu昭 smodalitatenstiler Reserven im Rahmen der 
Ka pital王onslidierungnach ktinf tigen Konzernbilanzrecht, BB 1985, S.1302.なお国際会計
基準第 3号（IASNo.3）「連結財務諸表」（ConsolidatedFinancial Statement)(Jonas, 
Der Konzernabschlu f31986,S.573££.所収）第13項、イギリスの基準会計実務書
(Statement of Standard Accounting Practice, SAP）第14号「グルーフ。計算書（Group
accounts）」 (Joras,a.a.0., S540ff.所有）第29項、アメリカのAICIPA会計調査公報第51
号（AccountigResearch Bulletin No.51)「連結財務諸表J(Jonas, a.a.O., S.440££.所収）
第7項及び第8項、我が国の「連結財務諸表原則」第四のこの l参照。
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結調整項目に表示すべしとされた場合、始期差額はその後の連結においても不
変のまま維持されるが、取得時連結後に被収容会社によって積み立てられた利
益準備金はそのようなものとしてコンツェルン貸借対照表に引き継がれ、その
後の差額（期末差額（DieFolgedifferenz）と呼ばれる）として表示されることを
意味する。外部持分は決算日に存在する連結義務ある自己資本によって計算さ
れるので、 ドイツ式であるか、アングロ・サクソン式であるかということは、
外部所有持分調整項目の額にし、かなる影響も及ぼさない。従ってアングロ・サ
クソン式連結法とドイツ式連結法との本質的相違はその適用の際に資本準備金
(capital surplus,additional paid-in capital）と利益準備金（earned surplus, 
retained earnings）が厳格に分離されるところにある。 ドイツ式とアングロ・サ
クソン式の資本連結方式を比較すると、適用は複雑であっても経営経済的証言
力において後者の方が勝ることは明瞭であるから、この方式のドイツへの導入
が企てられることになる。当初株式法は始期基準連結を許すか否か争われたが、
今日の通説は、株式法が資本連結のための時点を規定していないことを理由に
(lc Erstkosolidierungは従来取得日基準連結（戸田訳『西ドイツ連結財務諸表原則』 32
頁〉とか取得時基準連結（黒田『前掲書』 208頁〉とか訳されていた。しかし商法典第
301条第2項は本文において後から述べるように取得時以外の時点における最初の連
結を認めるに至ったので、これらを含める意味で始期基準連結と訳することにする。
Uro Adler-Di.iringー Schmaltz,a.a.O., 4.Aufl., Bd. m, §331 Tz. 22 und 26; Harms/K-
ilting, AG 1980, S. 93(94).;Lanfermann/Stolberg, Zur Kapital-und Gewinnkonsoli-
dierung bei gegenseitigen Beteiligungen, WPgl970, S.353(357);0essling/Wiesner, 
Was bringt der EG-Richtlinienvorentwurf zur Konzernrechnugslegung?, 
AG1975,201(204);Ktiting, Zur Problematik des Ausgleichspostens ftir Anteile in 
Fremdbesitz im Rahmen des zukilnftigen Konzernbilanzrechts, ZfB1984, 
S.548(56l);WP-Handbuch1985/86, Bd I .S.758;Ktiting, BB1983, S.457. 
(20) Vgl.Adler-Dilring-Schmaltz, a.a.O., 4.Aufl., Bd.fil, §331Tz.26；黒田『前掲書』 207頁
以下；Kilting,BB1983, S.457(458£.）はドイツ式とアングロ・サクソン式の比較を設例を
用いて行う。
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この方式も適法と解する。
ところでアングロ・サクソン式資本連結法では、第ltこ、持分取得時に存在
した利益（又は損失〉繰越金及び取得時までに被収容企業があげた結果も持分
と相殺され、第2に、相殺によって生じた差額はこれを分析し、これを適当な
科目に振り替え、連結調整項目を解消するだけでなく、その後の連結において
は当該科目に従った減価消却を行うが、このような手続は株式法の下でも可能
か。
第lの問題について述べる。株式法は、持分と相殺されるべきものとして持
分に帰属する「資本金及び公示積立金」のみを挙げ、利益はこれを除外してい
る。政府草案理白書によれば利益を除外した理由は次の通りである。即ち、「内
部利益の排除は、コンツェルン貸借対照表の生んだコンツェルン利益と上位会
社の貸借対照表利益とは互いに異なるということに導くのである。…故にコン
ツェルン貸借対照表の作成に際しては、内部利益の排除がコンツェルン貸借対
照表の結果に影響するように行われることを要する。特に、排除された額は第
331条第3号によって相殺差額の中で差し引かれなくてはならないのである。
このことは計算上では、相殺差額の算出に際しては、資本参加の帳簿価額は単
に資本金及び公示積立金のその参加に帰すべき額と対比されなければならない
のであって、利益のそれとも対比されてはならないことを意味する」。かくし
てこの規定を文字通りに解して持分取得時前後を問わず利益の相殺は禁止され
ると解する見解とそれはコンツェルン帰属後の通常の場合を念頭に置いた規定
~D Barz, in GK, §331Anm.l 7;Kronstein, in KK§331Anm.27 Adler-Di.iring-Schmaltz, 
a.a.0., 4.Aufl., Bd. il, §331 Tz.27;Busse von Colbe/Ordelheide, a.a.O., 5Aufl., 
S.120£.;0essling /Wiesner, Zurn Vorschlag einer siebten EG-Richtlinie Uber die 
Konzernrechnungslegung ( Iund Schlu /3), AG1977, S.40.;WP一Handbuch1985/
86, Bd I, S.759 
~~ Kropff, a.a.0., S. 444. 
~3) Kronstein, in KK, §331 Anm.5. 
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であって、取得時の利益の相殺には及ばないとする見解が対立することになる。
後者の見解によれば、コンツェルンに帰属する以前の時期に由来する下位会社
の利益はコンツェルンによって嫁得された利益ではないから、これを資本連結
に含めないと、コンツェルンによって嫁得されなかった利益がコンツェルン利
益として表示されることになる。持分取得以前の利益を資本連結に含めること
は経営経済的にも合理的なものであり、コンツェルン決算書の目的にも合うの
で、近年では後者の見解が通説となり、 1976年以来実務でも従来と異なり後者
の方法を益々利用するようになってきている。従ってこの問題に関してはアン
グロ・サクソン式資本連結法と同様の取り扱いをすることは株式法でも可能で
あった。
第2の問題の検討に移る。アングロ・サクソン式連結法によると、①資本参
加の取得原価が資本参加に帰属する自己資本を超えた場合、その原因として2
つのことが考えられる。その第lは資産の過少評価又は負債の過大評価である。
この場合には取得原価の自己資本超過部分は資本参加を取得する際に下位会社
の資産又は負債に含まれている秘密積立金（stileReserven）に対する対価を意
味するから、当該資産項目の評価を高め又は負債項目の評価を下げることに
よってこれらの項目の帳簿価額を始期連結の前に相応に訂正しなければならな
い。その第2は資産の過少評価にも過大評価にも帰せられない原因である。こ
れには貸借対照表化されていない無形資産の取得に対する対価の場合と資本参
加を取得することによって生じる収益の期待に対する対価の場合がある。これ
らの場合には取得原価の自己資本超過部分はコンツェルン貸借対照表上暖簾
帥 Barz,in GK§331Anm.16.;Busse von Colbe/Ordlheide,a,a,O., 5.Aufl., S.149;Adler-
-During ・－Schmaltz,a.a.0.,4.Aufl.,Bd.Il, §331Tz.18.;WP-Handbuch1985/86, BdII, 
S.755;Schonbucher, a.a.O., S.132£.；戸田訳『西ドイツ連結財務諸表原則』 40頁。
仰黒田『前掲書』 213頁。
~ro Buss von Colbe/Ordelheide, a.a.O., 5.Aufl., S.105.もっともS.110によれば修正アン
グロ・サクソン式資本連結法は1972年からドイツで使用されていたと言う。
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(goodwill）として表示されなければならない。②資本参加の取得原価が資本参
加に帰属する自己資本より低い場合も①と同じような取扱がなされる。即ち、
第lに、その原因として資産の過大評価又は負債の過少評価が考えられる。こ
の場合には当該資産項目の評価を低め、負債項目の評価を高めることによって
始期連結の前に相応の訂正を行わなければならない。これにより下位会社の連
結されるべき自己資本は相応に下げられる。これに対し資産の過大評価にも負
債の過少評価にも帰属しない残額のみがコンツェルン貸借対照表上貸方に表示
される。このような場合として2つのケースが考えられる。一つは下位会社の
収益状態が将来悪化すると予想されるために資本参加の取得原価が低く押さえ
られた場合であって、このときには貸方差益は引当金の性質を有している。も
う一つは資本参加をたまたま安く取得できた場合であって、このときは貸方差
額は準備金としての性質を有するのである。このような処理は、合併を仮定す
るものであり、法的単一性の擬制に添うが株式法には既述のように基準性の原
則が存在しているため、基準性の原則違反となる。それ故アングロ・サクソン
式資本連結法をドイツに導入しようとすれば、資本参加取得時に資本参加の取
得原価が下位会社の貸借対照表の訂正を行うことなく資本参加に帰属する自己
資本と相殺されるというようにこれを修正することが必要であった。始期基準
連結法がドイツにおいて修正アングロ・サクソン式資本連結法（modif izierte 
angels註chsischeMethode der Kapitalkonsolidierung）と称される由縁はここに
ある。そして修正式に従えば始期差額と期末差額とを区別して表示することも
的 Vgl.Busse von Colbe/Ordelheide,a,a,O., 2.Aufl., 1976, S.94££.;5.Aufl., 
S.l 12f.;WP一Handbuch1985/86,Bd I, .758£. 
~© Busse von Colbe/Ordelheide, a.a.O., 2.Aufl., S.98££.;WP Handbuch1985/86, 
Bdl, S.759;Ktiting, BB1983, S.457(461) .
ω その後の差額は、始期差額と決算日方式に従った連結による差額との残高である。
それは例えば上位会社の任意積立金と合わせて「収益に基づくコンツェルンの積立金J
又はそれだけを特別項目にして「連結に基づく利益積立金Jと表示されうる。
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可能であると解されていた。なぜならこのような表示も株式法第331条第 1項
側
第3号に反するわけではなし、からである。それ故修正アングロ・アメリカ式資
本連結法は株式法の規定する基準性の原則の枠内でアングロ・サクソン式資本
連結法を採用するための窮余の策として考案された方式であると評価できる。
アングロ・サクソン式資本連結法によれば、上述のようにして秘密積立金は
償却され、連結調整項目は解消させられる。連結調整項目の原因分析に基づき
適当な項目に加えられた差額はその後の連結において当該項目の運命に従い、
それに帰属させられた額に対して減価償却が行われる。援簾に表示された差額
も暖簾と同様に減価償却される。かくして下位会社が嫁得した利益に対して影
響を及ぼすことになる。アングロ・サクソン式資本連結法が損益作用的
( erfolgswirksam）始期連結法と称される由縁はここにある。これに対し修正ア
ングロ・サクソン式資本連結法では連結調整項目はその後の連結においても解
消されないだけでなく、暖簾に表示された差額の減価償却も許されない。修正
アングロ・サクソン式資本連結法は損益無作用的始期連結法（Methodeder 
erfolgsunwirksamen Erstkonsolididerung）とか、損益中t性的（erfolgsneutral）始期
連結法などと称されるのはこのためで、ある。
なお純粋なアングロ・サクソン式のドイツ法への導入は上述したような原因
分析とそれに伴う差額の振分手続を必要とするから、振分の際の技術的困難性
。 Bussvan Colbe/Ordelheide, a.a.O., 2.Aufl., S.101. 
ω アメリカでは最高40年の減価償却期間の定めがある。 Vgl.Busse van Colbe/Ordel-
heide, a.a.O., 5.Aufl., S.113等。
(32) Sahner, ZfbF1981, S.711(724);WP一Handbuch1985/86,Bd. I, S. 759. 
~3) Busse van Colbe/Ordelheide, .a.a.0., 5.Aufl., S.108 und 110株式法第153条第5項
は商号価値につき 5年の減価償却期間を定めているが、貸方連結項目につきこのよう
な規定を有していないので、減価償却を行うことができないと解されていた。
~~ Oessling/Wiesner, AG1977, S.40£.なおKuting/Ztindorf,BB1985, S. 1302 (1303£.）参
照のこと。
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を必然的に伴う。そのためにその技術的困難性を理由とした導入反対論が一部
で唱えられたものの、受け入れられなかったことを付言しておく。
(d）パーチャス法（買収法〉と持分プーリング法
第7指令第20条は一定の条件の下に持分プーリング法（これはドイツにおい
てInteressenzusammenftihrungsmethodeと呼ばれる）を許容し、これを構成国
選択権とした。商法典第302条は選択権を行使しこれを圏内法化している。そ
れによると、相殺されるべき持分の少なくとも90ノξ一セントが（同第1項第l
号〉自己株式との交換で取得され（同第2号〉、現金支払は10パーセントを超え
ないこと（同第3号〉が持分プーリング、法適用のための要件で、ある。そして要
件が満たされると資本参加の簿価がただ引受済資本金とのみ相殺され、それに
よって生じる差額は、借方差額であれば準備金と相殺され、貸方差額であれば
準備金に加算される。（同第2項〉。このように適用要件が厳格であるため持分
プーリング法の意義はドイツにおいても少ない。重要なのはパーチャス法（買
収法（Erwerbsmethode）と呼ばれる〉を規定する商法典第301条であり、以後
もっぱらこれを論じる。政府理白書は同条の意義を次のように述べている。
「規定は現行法に対する本質的な変更を含んでいる。なぜ、なら、株式法第331条
第3号のいわゆるドイツ式はいわゆるアングロ・サクソン式のために放棄され
なければならないからである。子企業の持分的自己資本と資本参加額との相殺
はもはや毎年行われないで、ただ一度行われる。子企業の買収は合併として取
り扱われる。この方法はコンツェルンを経済的単一体として提示する原則に最
も良く応じる」と。
(e）パーチャス法（買収法〉
側 Maas/Schruff,WPg1986, S.237(240Fn.100）.なおNiehus,Die 7.EG-Richtlinie und 
die”Poolingー of-interests“－ Methode einer konsolidierten Rechnungslegung, 
WPgl983, S.437ff.参照のこと。
~bj BT-Drucksache, 10.Wahlp, 10/3440, S.38;Helmrich, a.a.0., S212 
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（α）資本連結の対象商法典第301条第l項第 l文（なお第 7指令第四条第 l
項参照）によると「コンツェルン決算書に収容される子企業に対する親企業に
属する持分の評価額がその持分に帰属する子企業の自己資本額と相殺されるJ。
自己資本とは商法典第266条第3項A「自己資本」に挙げられた全項目（なお第
7指令第17条、第4指令第9条貸方A及び第10条L参照〉、即ち、「 I.引受済
資本金J（商法第272条第l項参照〉、「I.資本準備金」（商法第272条第2項参
照〉、「II.利益準備金（商法第272条第3項参照） : 1.法定準備金 2.自己持分
準備金（商法第272条第4項参照〉 3.定款準備金 4.その他の利益準備金」、
「N.利益繰越金／損失繰越金」、及び「V.年度剰余金／年度欠損額」であ
る。これは貸借対照表基準法により年度貸借対照表の区分を規定していた株式
法の規定（第151条）が廃止され、その代わりに商法第266条が定められたが、
商法第298条第l項はコンツェルン貸借対照表の区分のためにこの第266条を準
用していることに基づく。上述の規定により資本連結の際には株式法と異なり
利益繰越金や年度剰余金も持分と相殺されることが明確にされている。
（~）簿価法と新評価法 買収法の基礎は、親企業は子企業の取得の際単に子企
業の資本に対する持分を取得するのではなくて、その個々の資産及び負債を取
得するとし、う擬制である。この擬制に基づき連結の基礎となるのは子企業の年
度決算書の個別項目の簿価ではなくて、（擬制的〉取得価格である。この点にお
いて取得法は上述した持分プーリング法とは異なる。（擬制的）取得価格に基
づき子企業の自己資本額を修正するか否かで取得法は簿価法（Buchwert-
methode）と新評価法（Neubewertungsmethode）とに分かれる。第7指令第19条
第l項a）は簿価法を原則とし、同項b）は新評価法を構成国の選択権として
的 始期連結後に自己資本の変更があった場合の取扱についてはWP-Handbuch
1985/86, Bd. Il,.S385f.を参照されたい。
(3c KUting/ZUndorf, BB1985, S.1302(1304);Gross/Schruff/v. Wysocki, a.a.O., S.140 
und 146.;0rdelheide, WPgl984, S.237(240) 
(39) Biener/Schaztmann, Konzern-Rechnungslegung, 1983, S.35.なおS.162ff.参照。
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規定した。このような定めは第7指令の最初の提案にも修正提案（各第12条参
照〉にもなく、最終段階に至って定められたものである。商法典第301条第 l
項第2文l号・第3文は簿価法を、第1項第2文第2号・第4文は新評価法を
規定している。 2つの方法は100%の資本参加の場合同ーの結果となるが、外
部持分が存在するときには異なる結果になる。
簿価法によると、持分と相殺される自己資本額は、子企業の貸借対照表が統
一的評価規定の前提（商法典第300条、第308条）を既に満たしている限り子企
業の第1次商事貸借対照表上の自己資本額であり、そうでないときには第2次
商事貸借対照表上の自己資本額である。持分に帰属する子企業のこのような貸
借対照表上の自己資本がそのまま持分の簿価（取得原価〉と相殺される。つい
で相殺によって差額が生じたときにはその原因が分析される。原因の分析の際
側 WP一Handbuchl985/86,Bd. I, S.369;Ktiting/Ztindorf, BB1985, S.1302(1303);Ku-
ting, a.a.O., S.33;Gross/Schruff/v.Wysocki, a.a.O., Sl50.100%の資本参加の際に簿価
法と新評価法を用いて作成したコンツェルン貸借対照表（S.149und 151)を、 100%の資
本参加でないときには異なる結果になることは、同じ文献が例示する60%の資本参加
の場合に簿価法と新評価法を用いて作成したコンツェルン貸借対照表（S.155und 156) 
を比較して確認、されたい。
削個々の項目の価値訂正は該当する秘密積立金の解消のみを許容する。さもなくば取
得原価主義に反することになるからである。 Ktiting/Ztindorf,BB1985, S.1302(1305). 
しからば秘密準備金の解消は貸借対照表の枠に拘束されるか、換言すると年度貸借対
照表において資産化することが許されない秘密積立金（例えば自己開発の特許権）（改
正前株式法第153条第3項；商法典第248条第2項）を具体的資産の形式でコンツェル
ン貸借対照表に入れることは許容されるかあるいはそれは義務でもあるか。否定説
(WP一Handbuchl985/86,Bd I, S.371）と肯定説（Ordelheide;v.Wysocki/Wohlgemut-
h）に見解が分かれている。秘密積立金が差額を超える場合、差額を比例的に秘密積立
金に割り当てるべきか（WP-Handbuchl985/86,Bd. I, S.372;Ktiting/Ztindorf, 
BB1985, S.1305ff.;Ordelheide, WPgl984, S.272）、それとも秘密積立金を特定の消耗資
産に割り当てる選択権を親企業が有している（Gross/Schruff/ v.Wysocki, a.a.O, 
S.147.なおS.155も参照）かについても見解が分かれている。
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には、秘密積立金を計算するために、個々の資産及び負債の簿価が時価と対照
させられる。その後アングロ・サクソン式資本連結法の箇所で既に指摘した手
続に従って差額の振替が行われる。振替は一般に再調達価格、譲渡又は解体さ
れる資産については清算価格で行われる。このようにして最後にコンツェルン
決算書が現れるのである。差額の振替は第7指令によれば「出来る限り（soweit
m句lich)J行うべきものとされているが、商法第301条第 I項第 3文ではこの
ような表現が使用されていないので厳格であり、困難というだけでは中止する
ことができないとされている。
これに対し新評価法によると、相殺の後で振替を行う簿価法とは逆に、連結
の前か又は連結と同時に時価に基づく子企業の資産と負債の評価を行い、これ
に基づいて修正された自己資本額をも表示する子企業の貸借対照表（第2次商
事貸借対照表〉が始めに作成される。そしてこのようにして得た自己資本額と
持分の取得原価とが相殺されるのである。従ってこの方法によるときには、資
本参加の割合で秘密積立金が暴露されるに過ぎない簿価法と異なり、全秘密積
立金が完全な額で暴露されることになる。しかし、第7指令と異なり新評価に
よっても自己資本額は資本参加の取得原価を超える額で評価することは許され
ないとされている（商法第301条第1項第4文）。従って新評価法に従えば始期
~~ WP-Handbuch1985/86, Bdll, S.371.なおAICPA, APB Opinion No. 16: Business 
Combinations, 1970, parag.88参照。
(43) WP-Handbuch1985/86, Bd I,S.372. 
帥 Gross/Schruff/v.Wysocki,a.a.O., S.150f.は新評価法を設例を用いて説明してい
る。
側 第7指令には商法第301条第l項第4文のような制限がないため、差額を超える秘密
積立金の完全なる暴露も許されると解されている。 Biener/Schatzmann,a.a.O., 
S.36.このような前提に立って Ordelheide, Kapitalkonsolidierung nach der 
Erwerbsmethode(Teil I), W pgl 984, S.270(271 f.）は、新評価法は買収法の基本的観念と
比較可能な期間損益の表示及び債権者保護の目標に添うと評価している。
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連結から貸方差額は発生しないことになる。この制限により純財産の持分の取
得原価を超えた新評価は排除され、新評価法はその実践的意義と固有の意味を
相当に喪失し、上述のように100%の資本参加の場合には簿記法と同ーの結果
となるのである。制限が設けられた理由は、コンツェルン決算書において取得
原価主義を破らないためである。
適用した方法はコンツェルン明細書で表示されることが必要である（商法典
第301条第 I項第5文〉。
Cr）最初の連結の時点 始期資本連結法を採用した場合、持分を何時の時点
の自己資本額と相殺すべきか問題となる。株式法の下では資本参加の取得口別
に自己資本額を算定する方法も許容されていたが、コンツェルン関係が成立し
た時点の自己資本額でも良いと解されていた。商法第301条第 2項は第 7指令
第四条第l項b）の構成国選択権を行使して次の 3つの方法を認める。第lは、
持分を取得した時点の自己資本額と相殺する方法である。しかしこの方法だと、
取得日がコンツェルン営業年度の始めか終わりでない限り、中間決算書かそれ
に類するものを作成しなければならず、不便である。そのため、実用性の理由
から、子企業をコンツェルン決算書に最初に収容した時点の自己資本額とする
第2の方法も許容している。第3に、資本参加を少しづっ取得していったとき
には、各追加取得ごとに資本連結を実施していくのが理論的であるが、簡易化
の理由から、このような場合には企業が子企業になった時点の自己資本額でも
良いとされている。選択された時点はコンツェルン明細書に表示されることが
必要である（同第2項第2文〉。
既に収容されている子企業に対する持分を更に取得したときには、商法典第
側 BT-Drucksache,10. Wahlp. 10/3440, S. 38;Helmrich, a.a.O., S.212;Gross/Sch 
ruff/ v.Wysocki,a.a.O., S.150. 
納 Busse von Colbe/Ordelheide, a.a.O., 5. Aufl., S.150f.戸田訳『西ドイツ連結財務諸
表』 35頁。
側 Vgl.WP 
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301条第2項第1文により取得日の評価に基づく増えた持分の始期連結を行う
ことを要する。けだし、取得原価と持分的自己資本額の聞の関係は各追加取得
された持分ごとに異なりうるからである。しかし、第2項第l文を類推適用し
て、コンツェルン営業年度内に追加取得された持分をまとめて、これらの持分
のための始期連結を資本連結に初めて収容する時点の評価で行うことも可能で
あると解されている。
（δ）その後の連結始期連結において新しく評価された資産及び負債はその後
も継続して記録され、その後の連結に服する。振り替えられた差額に対する減
価償却は、簿価法の場合、第2次貸借対照表に含められず、それはただコン
ツェルン決算書において損益作用的になり、付加的にコンツェルン成果に影響
を及ぼす。秘密積立金が消耗固定資産において暴露されなかった限りは、個別
決算書で生じた帳簿上の利益は売却の時点において始期連結によって暴露され
た秘密積立金だけ控除されることを要し、帳簿上の損失が生じたときには、秘
密積立金だけ高められることが必要である。在庫品の秘密積立金が始期連結の
際に暴露されたときには、それは第三者に対する売却の際に個別決算書からの
品。i
利益を低下させ又は損失を高める。
（ε）資本連結に基づく差額の取扱 ①帳簿価額法を適用して残った又は新評価
法を適用して発生した借方差額は、最初の連結の際に損益中性的に準備金と相
殺することも可能である（商法典第309条第1項第3文）。相殺しないときに
は、差額は営業権又は商号権（商法典第266条第2項AI 2参照〉として表示さ
れ（向第301条第3項第l文〉、そのようなものとして取り扱われるので（商法
(4@ WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.382f.は持分を第3者に譲渡した場合の取扱も論じ
ているので参照されたい。
(5ro V gl. WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.378.;Maas/Schruff, WPgl986, S.237(241). 
(5U 本規定は第7指令第30条第2項が規定する構成国選択権を行使した規定である。い
かなる準備金と相殺することが許されるのか商法典は規定していないが、利益準備金
によるべきと主張されている。 WP Handbuch 1985/86, Bd I,S.374. 
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典第268条第2項、第298条第l項参照）、その後の連結の際には個別貸借対照
表の営業権又は商号権と同じく（商法典第255条第4項第2文・第 3文参照〉
減価償却を要する。即ち、減価償却期間は最長4年、最小減価償却額は差額の
25%が原則とされているが（同第309条第1項第 l文）、減価償却を「営業権又
は商業権が利用されることが予想される営業年度に計画的に割り当て」（同第
2文〉ることによって減価償却を延長することも許容されている。商法典第
309条第1項第3文は営業権又は商業権と準備金の相殺を最初の連結の場合に
限定していないので、その後においても部分的に損益作用的に減価償却された
営業権又は商号権を損益中性的に準備金と相殺することは可能であると解され
ているf②貸方差額は帳簿価額法を適用して発生した場合又は商法施行法第27
条の経過措置によって従前の資本連結からの貸方差額がなお存在している場合
にのみ発生しうるのであって、記述のように新評価法を適用した場合には生じ
ない。原則として貸方差額は損益中性的に取り扱われ、「資本連結からの差額」
と表示されるに過ぎないが（同第301条第3項第l文〉、次の2つの場合だけ利
益を高める損益作用的解消が許容される（同第309条第2項）。即ち、第lに持
分取得又は最初の連結の時点で予想された子企業の収益状態の悪化が現実に生
じたか又はその時点で予想された親会社の支出が子会社のために生じたとき
$~ この規定は第7指令第30条第l項に基づく。同項により減価償却には第4指令第34
条第l項a）および第37条第2項の規定の適用がある。これらの規定によれば、減価
償却期間は遅くとも 5年であるが、構成国は営業権または商号権の利用期聞を超えな
い限度においてそれよりも長い減価償却期間を定めることが出来るとされている。商
法の規定はこの選択権を行使したものである。
$3) WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.379.場合によっては取扱を変更した理由をコンツェ
ルン明細書で根拠付けなければならない（商法典第297条第3項第4文参照）。
倒規定は第7指令第31条を圏内法化したもの。
$~ これに対応する規定はデンマークに存在している。 Biener/Schatzmann.a.a.O., 
S49. 
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（同第 l号）。なぜ、なら、このような事態が予想されるときには、このような
事態を見越して持分の購入代金の割引が行われるから、差額はコンツェルンの
観点から見れば差し追った損失のための引当金（Badwillとも称される）の性質
を有しているからである。第2に、貸方差額が実現された利益に相当すること
が決算日に確定するとき（第2号〉。これは資本参加取得の際の帳簿上の利益
と資本参加取得からの利益(luckybuyとも称される〉）に関連する。前者は、例
えば、簿価が時価以下である、簿価継続の前提が与えられている資本参加が他
の資本参加との交換で取得されたときに、後者は、例えば、買主の強力な取引
上の地位から発生しうる。いずれも法定準備金の性質を有している。商法は
「資本連結からの差額Jのコンツェルン貸借対照表上の表示位置を特に規定し
てはいないが、その性質に従い上述の第1の場合には引当金の項目、第2の場
合には準備金の項目、両者の要素を有するときにはそれらの項目の聞において
別表示されるべきであるとされている。
なお商法典第301条第3項第3文によれば、借方差額と貸方差額との相殺は
可能であり、そのときには相殺された額が明細書に表示されなければならない。
しかしこれは単に表示に関するものである。なぜ、なら異なる損益作用的解消を
顧慮して、借方額と貸方額を分けた継続記帳が必要であるからである。差額項
目と前年度との本質的な違いはコンツェルン明細書において説明することが必
要である（商法典第301条第3項第2文）。
co外部持分の取扱 第7指令第21条は、単一体理論に従い自己資本に対す
る外部持分は「連結貸借対照表において相応の名称を伴う特別項目に表示され
(56' 予想した事態が生じたときには、差額の解消は「許される（dad）」とし、う商法第309条
第 2項の表現にも拘らず、それは義務である。 Maas/Schruff,WPgl986, 
S.237 (242);WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.379. 
開 Maas/Schruff,WPgl986, S.237(242). 
(58) WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.373£. 
(59) WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.374;Maas/Schruff, WPgl986, S.237(242). 
- 22 -
-289-
るJとのみ規定し、その算出方法は特に規定していなかった。商法典第307条第
l項第1文は簿価法に従った場合の外部持分の算出法を、第2文は新評価法に
従った場合の外部持分の算出法を明確にしている。ちなみに商法典は外部持分
もコンツェルンを共同で、担っていることを考慮し、「コンツェルン外の社員」
（株式法第331条第l項第2号）と呼ぼず「他の社員」と呼ぶと共に、株式法と
異なり了）外部持分のための調整項目はコンツェルン貸借対照表上自己資本の中
で表示されるべしと明示している。損益に対する外部持分は、コンツェルン損
益決算書の「年度剰余金／年度欠損額」の後に相応の名称で特別表示される
（商法典第307条第2項〉。
簿価法に従った場合の自己資本に対する外部持分の計算方法は株式法が規定
する計算方法と同一であって、子企業の個別貸借対照表上の自己資本に占める
外部持分の割合によって計算され、その額がコンツェルン貸借対照表に表示さ
れる。商法典第307条第1項第l文は次のように規定する。「コンツェルン貸借
対照表においてコンツェルン決算書に収容された子企業に対する親企業に属さ
ない持分については自己資本に対するその持分の額で他の社員の持分のための
調整項目が自己資本の中で相応の名称の下に特別に表示されなければならな
いj。この計算法に従うときには、子企業の貸借対照表上の自己資本額がコン
ツェルン持分と外部持分に分けられ、このコンツェルン持分額と親企業の有す
る子企業に対する資本参加の簿価が相殺されることになるから、隠れた秘密積
立金に対する外部持分はまったくコンツェルン貸借対照表に現れないことにな
る。
側株式法は、「外部所有持分調整項目」をコンツェルン貸借対照表のどの部分に表示す
べきか規定していなかったので、種々の提案がなされていた。 Vgl.Adler句During-Sc-
hmaltz, a.a.O., 4. Aufl., §331Tz. 9; Barz, in GK, §331Anm.29. 
(6U WP-Handbuch 1985/86, Bdll,S.382;Vgl. Ordelheide,Wpgl985, S.575(557); 
Ktiting/Ztindorf, BB1985, S.1302(1311). Gross/Schruff/v.Wysoki, a.a.O., S.154£.は
簿価法による計算方式を設例を設けて説明している。
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これに対し新評価法に従った場合の計算法によれば、時価で評価しなおされ
た子企業の貸借対照表上の自己資本額がコンツェルン持分と外部持分に分けら
れる。即ち、「当該調整項目には、（新評価法の適用の際に）自己資本に対する
他の社員の持分に相当する額も収容され」（商法典第307条第 l項第2文〉わけ
であるから、外部持分の調整項目は隠れた秘密積立金に対する外部持分だけ高
く現れる？その後の連結において解消された秘密積立金は一般原則に従い損益
作用的に減価償却されるので、当該調整項目も持分的に減らされる。
なお他の社員のための調整項目には始期連結の際に当該社員に帰属する自己
資本持分だけでなく、その後の連結の際に当該社員に帰属する準備金の増加や
損益持分も属するから、この項目では資本準備金と利益準備金が混合すること
になる。また単一体理論を首尾一貫して適用すれば、営業権又は商号権も他の
社員に帰属させなければならないことになろうが、商法はこの種の分割を規定
していないし、営業権はもっぱら親企業による企業取得の結果であって、他の
社員には持分的に帰属させるべきものではないから、これは認められない。
(c) 相互資本参加の資本連結
（＆）総説
ここで相互資本参加とは、親企業・子企業（子企業には親企業である子企業
を含む。以下同じ〉間又は子企業聞の直接的な相互資本参加を意味する。相互
資本参加があれば資本参加の額を問わない。従って相互資本参加企業のように
資本の25パーセント超の資本参加であることを要しない。
商法典第301条第4項は、第7指令第四条第2項にならい、「第l項は親企業
又はコンツェルン決算書に収容された子企業に属する親企業に対する持分に適
(6~ WP-Handbuch 1985/86, Bd I,S.382;Ktiting, ZfBl 984. S.548(550);Gross/Schruf 
f/v. Wyscoki, a.a.O., S.156は新評価法による計算方法を設例を設けて説明している。
側 WP-Handbuch1985/86, Bd I,S.382. 
(64) Kilting, a.a.O.,S.39 
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用されることができない。これらの持分はコンツェルン貸借対照表上自己持分
として流動資産において別に表示されなければならなし、」と規定している。
従って相互資本参加の場合の資本連結は、①親企業・子企業の相互参加の場合
と②子企業間の相互参加の場合とで区別して考えなければならないことになる。
①の場合には、子企業が有する親企業に対する持分（このような形態の資本参
加は逆資本参加（Rtickbeteiligung）と呼ばれる）は親企業の自己資本と相殺す
ることができず、そのまま親企業の「自己持分」としてコンツェルン貸借対照
表に引き継がれる。それに対して子企業に対する親企業の資本参加は、通常の
資本連結と同様に、子企業の自己資本と資本連結される。②の場合には、通常
の資本連結の場合と全く同様に取り扱われる。従って、子企業が有する相手会
的自
社の持分とそれに対応する相手会社の自己資本がそれぞれ相殺される。このよ
うな規制は株式法の規制と変わらない。株式法では商法典のような明文規定が
なかったが、「その他の被収容企業に対する持分」（第331条第l項第1号、第2
号）と資本金及び公示積立金とが相殺されるとしろ規定から同様に解されてい
た。それ以前のドイツの文献においても逆資本参加はコンツェルン貸借対照表
において自己株式のように取り扱われていた。このような方法を我が国では自
駒 子企業がコンツェルン決算書を作成する親企業に対する持分を保有していて、その
ための準備金を積み立てていたときには（商法第272条第4項第4文）、準備金の他の
社員に帰属する部分額は他の社員の持分のための調整項目に表示され（商法第307条第
l項第 l項）、他の被収容企業に帰属する部分額はコンツェルン貸借対照表でも自己持
分準備金として表示される。この場合には自己持分項目と自己持分準備金項目の聞の
相違はコンツェルン明細書において説明されなければならない。 WP-Handbuch
1985/86, Bdll ,S.381und 388. 
側 WP-Handbuch1985/86, Bd I,S.388. 
自司 Adler-Dtiring-Schmaltz, a.a.O., 4. Aufl., Bd皿， §331 Tz.51, 56ff. ;Busse van 
Colbe/Oderlheide, a.a.0.,5. Aufl.,S.153££.;Kronstein, in KK. §331Amm.16;WP-Hand 
buch 1985/86, Bd I ,S.764, Baumbach-Hueck, a.a.0.,13. Aufl., §331 Anm. 7.等通説。
(6c Schonbucher, a.a.O., S.144. 
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己株式法と呼ぶ。
(b)Schぬbucherの見解
上述のごとくドイツでは自己株式法が一貫して維持されてきたが、下位会社
の逆資本参加も上位会社の自己資本と相殺すべしとする見解がなくはなかった。
1965年株式法の下でこのような見解を主張して異彩を放つのは後述するHaase
を除けばSch加 bucherだけで、ある。彼の見解は自己株式法を考える際のー資料
を提供すると考えるので、その見解を要約して紹介しておくことにする。それ
は以下の通りである。
自己株式と自己資本との相殺の禁止という個別貸借対照表の原則のコンツェ
ルン貸借対照表への転用は、利益理論に従ったときにのみ正当化できるので
あって、単一体理論に従うときには正当化できない。個別貸借対照表で上記の
原則が採用されるのは、債権者保護のための基本資本の担保機能のためである。
即ち、自己株式を市場で売却できるとし、う事実のみが資産性肯定の根拠となり
うるが、資産性を認めなければならないということには導かない。後者が導き
出されるのは、自己株式と自己資本の相殺が不変であるべき基本資本の額に変
更をもたらし、債権者を害するためである。これに対し、コンツェルン貸借対
照表では債権者保護は問題となりえない。そして逆資本参加が相殺されないと
きには、 2つの相互過半数参加企業が2つのコンツェルン貸借対照表を作成し
なければならないときに（株式法第四条第3項、改正前株式法第329条第 l項
参照）、各々の連結貸借対照表において同じーっの企業グループのための自己
資本が異なるということに導き、単一体理論に反する結果となる。単一体理論
の観点からは逆資本参加と他の資本参加を区別する理由はないのであって、逆
お9) Schりnbucher,a.a.0., S.157. 
(TO) A.a.O., S.l 46f. 
(TU A.a.0., S.l 62f. 
(l~ A.a.O., S.157f. 
? ?
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資本参加の資産化をそれは経済単一体の自己株式であるという理由で根拠付け
るのであれば、親会社の下位企業に対する資本参加も同じ経済単一体の自己株
式であるから何故資産化しないのかと聞いうるのである。逆資本参加の相殺は
コンツェノレン貸借対照表において多数社員と少数社員の間の資本関係を歪めな
いためにも必要なことであり、これをしないときには、「逆資本参加に帰属す
る上位会社の自己資本に対する持分は多数社員に帰属しないにも拘らず、連結
貸借対照表は上位会社の全自己資本の額で多数持分を表示する」ことになる。
そこで逆資本参加も相殺すべきであるとすると、その方法が問題となる。一
つの方法としてMoonitzが唱える金庫株法（TresuryStock Method）がある。この
見解は、逆資本参加を擬制的に上位会社に移し、上位会社の自己株式と同じよ
うに取り扱うことによって自己株式に関するアメリカの通常の手続きに従い上
位会社の自己資本と相殺しようとする。逆資本参加を上位会社に移す方法には、
下位会社が有する逆資本参加をそれと同額の上位会社所有の下位会社株式と擬
制的に交換する方法と、上位会社が下位会社所有の逆資本参加を擬制的に買取
る方法とがあるが、いずれの方法を用いても連結貸借対照表の結果は同一であ
り、逆資本参加の券面額は多数社員の基本資本持分の負担で、売買代金の残り
は多数社員の附属資本持分の負担で相殺される。逆資本参加の売買代金は、誰
の自己資本持分が逆資本参加に相当するのか考慮することなく、単純に多数社
員の資本から差しヲ｜かれるため、相殺差額は発生しない。それゆえMoonitzの
見解は、単一体理論の要請に添う点では評価できるが、逆資本参加の売買代金
を単純に多数社員の自己資本から差し引くことによって、資本連結の際には資
cr3) A.a.O., S.160. 
同 A.a.O.,S.161.逆資本参加の自己株式としての表示により多数株主の資本持分の事実
上の額を決定することが可能であるとする反論が存在しうることはSchbnbucherもこ
れを認めている。
cr~ A.a.0., S.l 63ff 
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本参加は常にただそれに相応する基本資本と附属資本に対する持分と相殺する
ことが許されるとし、う原則に反し、その結果資本相殺差額は発生することがで
きず、連結貸借対照表は多数社員の資本持分を少数社員の資本持分と比べて余
りに低く表示するという欠陥を有している。それ故通常の一方的資本参加の場
合に用いられる資本連結方法を逆資本参加の場合にも適用することは可能であ
るから、逆資本参加に対しても通常の資本連結法を適用すべきであると考える。
まず、取得時連結の原則は、一つの例外を除き、逆資本参加にも適用可能であ
る。一つの例外とは、逆資本参加が先に存在している場合であって、このとき
には逆資本参加は他の場合と異なり経済単一体発生時点の自己資本と相殺され
る。この場合には貸方相殺差額が生じるが通常である。逆資本参加と相殺され
る上位会社の自己資本は逆資本参加の取得時点から連結時点までの聞に稼得さ
れ且つ配当されなかった利益部分（連結積立金）だけ高められ、それに対して
下位会社の株主（局外少数株主と上位会社）は持分を有する。しかしその持分
の性質は局外少数株主と上位会社とでは異なり、前者の場合には真の利益準備
金であるのに対し、後者の場合には資本準備金である。それ故連結積立金につ
いては、上位会社に帰属する持分は資本連結の際に上位会社の資本参加勘定と
相殺されなければならないが、局外少数社員持分は少数持分として表示するよ
うに取り扱われなければならない。他方、逆資本参加と上位会社の自己資本と
の相殺の際に借方相殺差額が生じたときにも通常の資本連結法が適用可能であ
るが、借方相殺差額を補足的資産として表示する方法を採用するべきではない。
なぜなら、借方差額は、上位会社の秘密積立金と暖簾に対する下位会社に帰属
する持分のみを明らかにするものであるから、これによりコンツェルン貸借対
照表は下位会社に資本参加している外部株主（少数株主〉の資本持分よりも高
。 A.a.O.,S.172 und 230f. 
~V A.a.a., s.I 73f. 
~© A.a.O., S.l 74f. 
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く表示することになるからである。多数社員と少数社員の資本持分関係は相殺
差額を償却することによってのみ正しく表示されるから、その計算は難しくて
も借方差額を償却する方法を採用しなければならない。多数社員と少数社員は
相殺差額の償却を各々どの位負担すべきかは、方程式によって解くことができ
る、と。
Sch伽ibucherは相互参加の際の資本連結を検討する際に株式法第331条の規
定と立法者意思を見落とした。即ち、株式法第331条第1項第 l号乃至第 3号
には「その外のJとし、う語が付加されているが、それは理解を容易にするため
に挿入された語であって、これらの規定が上位会社に適用されないことは立法
者の当然の前提とするところであった。そのため彼の見解は学説上無視される
こととなるが、この点を別にすれば、相互参加の場合にも純粋な単一体理論を
貫徹しようとした一つの試みとしてこれを評価できると考える。即ち、彼の見
解と法律の規制の相違は、法律の規制の純粋な単一体理論からの距離を示す意
味において意義を有すると考える。法律の規制は単一体理論に立つとは言え、
上位会社（親企業〉を中心とした単一体理論に留まるから（商法第290条参照〉
、彼の見解は立法論としても受け入れられる余地はなかったのである。
なお付言すれば、 Sch伽ibucherが指摘する 2つのコンツェルン企業が2つの
コンツェルン決算書を作成しなければならないという事実からの反論は、
1987年の資本保護基準法による支配会社又は過半数参加会社に対する株式の譲
渡・償却義務の導入に伴い、株式法第19条第2項及び第3項の意味の相互参加
~9) A.a.O., S.175f. 
側 A.a.0., S.167£.設例を使用して計算方法を明らかにしている0
(8n Kropff, Aktiengesetz, 1965, S.442. 
ω 私が目を通した文献の中では僅かにKtintig,ZfB1984, S.548(565f.）により彼の文献が
引用されているに過ぎない。
側 Busse von Colbe/Ordelheide, a.a.0.,5. Aufl., S.139f.も、相互参加の場合法的単一体
の擬制に添う連結は資本参加の相互相殺のみであることを理論上は認める。
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? ???
はもはや可能でなくなったため、その意義を失っていることに留意されたい。
またコンツェノレン貸借対照表を債権者保護の問題とは切り離して考えることは
ドイツ圏内でも異論があると思われる。
(c) 相互資本参加と外部持分の表示方法
相互資本参加の場合の資本連結は、子企業の全持分が被収容企業に属してい
る限り、し、かなる特別の問題も引き起こさず、その会計処理は簡単である。こ
れに対し子企業社の全持分が被収容企業に属していないとき、即ち、外部持分
が存在する場合には間接的外部持分を考慮すべきか否か問題が生ずる。最初に
外部持分が存在しない場合の会計処理を考察し（α）、しかる後外部持分が存在す
る場合の会計処理を考察する（fi）。
制 コンツェルン決算書を作成する親企業の責任資本の減少なき表示がコンツヱルン貸
借対照、表規定の意味であると明言するものとしてWP-Handbuch1985/86, Bdll ,S.369 
und 388.なお第7指令第12条は、対等コンツェルンにコンツェルン決算書の作成義務
を課すことに意見の一致を見なかったため、これを各国の選択権として規定した。そ
れによると、対等企業（親企業）間では資本連結が行われなし、から、親企業の自己資本
の合計がコンツェルンの自己資本となる。 Biener/Schatzmann,a.a.O., S.23£.商法典制
定の際にその選択権を行使することが合目的的であるか杏か議論されたが、「この点に
つき経験がないから、委員会は今の時点で、法律規制のためのいかなる誘因も認めなJ
(Heimrich, a.a.O., S.171）かった。
制拙稿『富大経済論集』 33間l号84頁以下。
側 WP Handbuch 1985/86, Bd I ,S.1327£.;Bd. I, S.693株式会社又は株式合資会社の従
属企業又は過半数被参加企業は、株式法第71条第2項が定める10%まで株式会社又は
株式合資会社に対する資本参加を下げなければならないので、その資本参加は、第四
条の意味の相互参加企業のために必要な25%超をも満たさなくなる。
制例えばOrdelheide,WPgl984, S.270(272£.）は、コンツェルン決算書が事実上配当測定
機能を有していることを肯定するだけでなしそうすることが不可欠であるとも述べ
ている。
側 WP-Handbuch1985/86, Bd I, S.389.事態は株式法の下でも同様であった。
Adler-Dtiring-Schmaltz, a.a.O., 4.Aufl., Bd.il, §331Tz.59. 
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（α） 外部持分が存在しない場合の相互資本参加の会計処理
（ィ） 親企業と子企業間の相互参加
今始期資本連結時の資本参加の状態は、 M企業がTl子企業に100%、Tl企業
はM企業に20%資本参加している状態であると仮定する（［例 1］）。このとき
にはTl企業に外部持分は存在していない。その際のM企業とTl企業の貸借対
照表は次の通りであったとする。
M企業の貸借対照表 T』企業の貸借対照表
固定資産 800 I晴本 700 540 
結合企業（T1) 100 負債 200 結合企業（M) 50 負債 60 
900 I 900 600 I 600 
単純化のためにT1の資産と負債には過大評価も過小評価はなかったと仮定
するとコンツェルン貸借対照表は表 I（次頁〉のようになる。
なおこの場合コンツェルン貸借対照表の自己資本70の中には「自己持分準備
金」 50が含まれていることになる（商法典第298条第 1項、第266条第3項Ail 
2参照〉。
（ロ） 下降多段のコンツェルンにおける親企業・子企業問、子・孫企業問の相互
参加
今始期資本連結時の資本参加の状態が、 M親企業はTl子企業に90%、Tl会
社はさらにTz子企業に100%、逆にTl企業はM企業に20%、Tz企業もTl企業
側）
に10%資本参加して場合を仮定する（［例2］）。この場合にもTl企業には外
側 Vgl.Lanfermann/Stolberg, WPgl 970, S.353.このような場合の株式法下でのコン
ツェルン貸借対照表作成例を示している。
側 Vgl.,Adlerー Di.iring-Schmaltz,a . a.O., 4.Aufl., §331Tz.60. T lがMに20%資本参加
している場合を除けば同様の例となる株式法下でのコンツェルン貸借対照表作成例を
示している。
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表 I
M貸借 Ti貸借総合貸借 連結 コンツエノレン
対照表 対照表 対照表 借方 貸方 貸借対照表
借方
固定資産 800 
結合企業に対 100 
する持分
自己持分
貸方
自己資本
資本連結に基
づく差額
急宣
900 
700 
200 
550 
50 
600 
540 
60 
1,350 
150 
l,_500 
1,240 
260 
（イ）540
（イ）440
1,350 
700 
440 
900 600 1.500 590 590 
260 
1.400 
（対 T lのMに対する資本参加額(50）を自己持分に振り替える。
（ィ） MのTlに対する資本参加額 (10）をTlの連結義務ある自己資本
（日0）と相殺し、残額（叫0）を資本連結に基づく差額に振り替える。
部持分が存在していない。その際のM企業、 Tl 企業及び~T 2企業の貸借対照表
は次の通りであったとする。単純化のためTl及び、T2の資産及び負債には過大
評価も過小評価もないと仮定する。
M会社の貸借対照表 T1の貸借対照表
固定資産 L 600 I自己資本 1,000 固定資産 600 I自己資本 540 
結合企業（T1) 400 I負債 1,000 結合企業（T1)300I負債 500 
L盟Q 1.040 1.040 
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T2会社の貸借対照表
固定資産 go I自己資本 400 
結合企業CT1) 100 I負債 600 
1. 000 I 1. 000 
ところで多段コンツェルンの場合連結を行うには、下位の企業から親企業に
達するまで連結を順次繰り返してし、く方法（鎖連結（Kettenkonsolidierung）又は
段階的連結（Stufenkonsolidierung））と子企業から親企業に至るまでの連結を同
時に行ってしまう方法（同時連結（Simultankonsolidierung）又は一足連結
(Konsolidierung in einem Schritt））とがあるが、外部持分がないときにも、同
時連結の方法を使用したほうが簡便であって、その際には（親企業に対する資
本参加を除く）全資本参加の簿価の合計を連結義務ある自己資本額の合計から
差し引くことにより始期資本連結を行うことができる。この方法で［例2］の
コンツェルン貸借対照表を作成すると表I （次頁〉のようになる。
Ti自己資本 540 MのTi に対する資本参加400 940 
+T2自己資本 400 TiのT2に対する資本参加300 - 800 
940 + T 2 のT1に対する資本参加100 資本連結に 140
800 基づく差額
(9n Vgl., Klein/Nohl/Zschiegner/Klein, Konzernrechungs!egung und Konzernverr-
echnugspreise, 1983, S.22ff., Forster/Havermann, Zur Ermittlu』ngder i王onzern
fremden Gesellschaftern zustehenden Kapital-und Gewinnanteile,WPg 1969, S.1(2) 
(9~ Vgl.Adler-Dtiring-Schmaltz, a.a.O., 4.Aufl., Bdil, ~331Tz.60;WP一Handbuchl
985/86, Bdl, S.764;Bd I, S.389. 
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表 I 
M 貸 Ti貸 T2貸 連結 コンツエ
借対照借対照 対照表 借方貸方ルン貸借
表 表 対照表
借方
固定資産 1,600 600 900 3,100 
結合企業に 400 440 100 
対する持分 （イ）140
（ア）300
（ア）100 
自己持分 －（イ）140 140 
2,000 1,040 1,000 L辺Q
貸方
自己資本 1,000 540 1,000 
（ア）400
資本連結に基 （ア）140 140 
づく差額
負債 1,000 500 600 2,100 
2,000 1,040 1!000 1,080 1, 080 3,240 
(931 
鎖連結でコンツェルン貸借対照表を作成すると表Eのようになろう。
同の100~ま T1 の自己株式であるが、資本連結の枠内でその自己資本と相殺し
側 Forster/Havermann, WPg 1969, S. 1(3）は鎖連結の場合下位の連結で得た連結調整
項目は上位の連結では公示積立金のように取り扱うべきであるとする見解を唱えてい
るが、外部持分が存在しないときには、どの見解によっても同一結果となるので、本
文では通常の方法に従ってコンツェルン貸借対照表を作成した。
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表 I 
Ti貸 T2貸 連結 部分コンツエ M貸借 連結 コンツェ
借対照借対照借 貸 ｝~ン貸借対対照表借方貸方ルン貸借
蚕 表 思表 さま思表
借方
固定資産 600 900 1,500 1,600 3, 100 
結合企業に対 440 100 140 400 
する持分 （イ）300 （カ）140 
自己株式 一（ア）100 100 一（カ）140（エ）100 -14Q 
1,040 1,000 1,740 2,000 L話Q
貸方
自己資本 540 540 1,000 
（ウ）100 （エ）100
（キ） 40 
資本連結に基 （ウ）100 100 （キ）40 140 
ずく差額
負債 500 600 1 100 1 000 2 100 
1. 040 l, 000 500 500 1,740 2,000 640 640 3.240 
自4)
たことを示す。
仲 間段の子企業聞の相互参加
今始期資本連結時の資本参加の状態が、 M親企業はTl子企業に70%、Tz子
企業に80%資本参加し、 Tl企業はTz企業に20%、Tz企業はTi企業に30%資
本参加している状態であったと仮定する（［例3］）。この場合にはTl企業とT
2企業聞に相互参加が行われており、しかも外部持分は存在していない。この
制 Vgl.Busse von Colbe/Ordelheide, a.a.0.5.Aufl., S.154£ 
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時のM企業、 T1企業及びTz企業の貸借対照表は次の通りで、あったとする ~951
Ti・ Tzの資産及び負債には過大評価も過小評価もないものと仮定する。
M親令業の貸借対照表
固定資産 L 500 I自己資本 1,000 
結合企業に（T1)200 I負債 1,000 
2,000 I 2.000 
T z王企業の宣借きま盤表
固定資産 900 自己資本 400 
結合企業（T1) 100 負債 600 
1.000 1.000 
Ti干令業の貸借対照表
固定資産 950 I自己資本 500 
結合企業CT2) 50 I負債 500 
1. oo I 1,000 
この場合同時連結の方法を使用してコンツェルン貸借対照表を作成すると表
VIの通りになる。
Tiの自己資本 500 MのTiに対する資本参加 200 
+T2の自己資本 400 MのT2に対する資本参加 300 
900 
ニ」fil
900 TiのT2に対する資本参加 50 資本連結に基 250 
+T2のTiに対する皆本参加 100 づく差額（貸方）
650 
この場合には親企業に対する逆資本参加がないため自己持分や自己持分準備
金の表示は生じない。
以下の考察から明らかなように外部持分がないときには、子企業の親企業に
対する逆資本参加を除き（逆資本参加は自己持分と表示される）、親企業のー
側 Vgl.Adler-Dtiring-Schmaltz, a.a.O., 4.Aufl., Bd.皿， §331Tz.61.このような場合の株
式法下のコンツェルン貸借対照表作成例を示している。
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表 W
M貸借 Ti貸借 T2貸借資本連結 コンツェルン
対思表対思表 対思表 借左宣左笠置対思表
借方
固定資産 1,500 950 900 3,350 
結合企業に 500 50 100 500 
対する持分 50 
100 
2.000 1.000 1.000 _b.J盟
貸方
自己資本 1,000 500 1,000 
400 
資本連結に 250 250 
基づく差額
負債 1 000 500 600 2 100 
2.000 1,000 1,000 900 900 3,350 
(9日
方的資本参加の場合と全く同一の方法で資本参加を行えばよい。これに対し外
部持分が存在するときには間接的外部持分を取り扱うかどうかで見解が分かれ、
採用する見解によっては計算が極めて複雑なものとなる。この問題は次稿で検
討する。 （未完〉
側我が国の場合も同一である。武田隆二『連結財務表』（昭和52年、国元書房） 628頁以
下参照。
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